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公の施設の指定管理者監査の結果について（報告） 

 

 地方自治法第１９９条第７項に基づき公の施設の指定管理者監査を実施したので，その結果を

同条第９項の規定により報告します。 
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 指定管理者監査結果報告書 
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指定管理者監査報告書  

 

 

 

１ 監査の期日及び実施場所 

期   日：令和８年５月２６日 

実施場所：総社西小学校区放課後児童クラブ 

 

２ 監査対象及び所管部署並びに範囲 

 

指定管理者 対象施設 所管部署 

総社西いろは児童クラブ運営委員会 
総社西小学校区放課後

児童クラブ施設  

教育部 

学校教育課 

 

範囲：令和７年度における公の施設の指定管理者の当該管理業務に係る出納その他の事務 

 

３ 監査の方法等 

公の施設の指定管理に係る出納及びその他の事務が法令・協定書等に従い適正かつ効率的に

執行されているかどうか，また，指定管理者制度の目的に沿った運営がなされているかどうかを主眼

に実施した。 

監査に当たっては，監査対象施設及び所管部署から関係書類の提出を求め，事務局職員が証拠

書類との照合等のほか，監査対象施設に出向き関係職員から説明を求めるなどにより実施した。 

 

４ 対象施設の概要 

・所在地 総社市久代４３８６番地２ 

・設置目的  本施設は，保護者の就労等のため放課後等の家庭保育が困難な児童に対し，

一定時間の生活指導を行うことにより，児童の健全な育成を図ることを目的とす

る。 

・定員 ４０名  

・在籍者数 ５５名（Ｒ８．５．１現在） 

・施設状況  本施設は総社西小学校北校舎１階東側教室に設置している。 

 

５ 指定管理の状況 

（１）指定管理期間  令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 



（２）指定管理者が行う業務 

① 児童クラブ施設の管理運営及び通所の許可に関する業務  

② 児童クラブ施設の維持管理に関する業務  

③ その他教育委員会が必要と認める業務  

 

６ 指定管理料の状況 

総社市からの指定管理料として，令和７年度は，１１，００８，８００円を受け入れている。 

（障がい児受入推進事業，障がい児受入サポート事業及び放課後児童支援員等処遇改善加算

事業の加算事業委託料を含む。） 

 

７ 監査の結果  

指定管理者監査を実施した結果，基本協定書等に定める公の施設の指定管理に関する事務の

執行及び管理業務の実施状況については，施設の目的に沿ったものであり，概ね適正に執行されて

いるものと認められた。 

なお，監査報告書に記載に至らない軽易な事項については，対象団体に対し口頭により注意した

ので，速やかに対応されたい。 

 

８ 監査委員の意見  

対象団体は，総社西小学校区放課後児童クラブ施設において学童保育を実施するために，平成 

１８年３月８日に設立された運営委員会であり，現在，指定管理者として総社西小学校区放課後児

童クラブを管理，運営している。 

会計事務については，１年を通じて会計事務所に委託して実施している。今後とも，引き続き適正

な事務処理に努められたい。 

施設の運営においては，非常災害対策として定期的に避難訓練を実施している。引き続き児童の

安全面の確保に努められたい。また，施設の修繕等について，特別会計を設置し，修繕等の内容を

学校及び教育委員会と協議をしながら，実施している。 

本施設は，地域住民や保護者の協力を得て，放課後等の家庭保育が困難な児童に対し，計画的

にイベントや季節に応じた催し物を実施するなど児童の居場所としての機能も有しており，また，学校

の長期休暇期間中は，給食（弁当）の提供にも取り組んでいる。今後も放課後児童クラブが円滑に

執行されるとともに，本市の子育て支援の向上に資するよう児童の健全な育成に努められたい。 

なお，所管部署においては，小学校校舎の老朽化に伴う大規模な修繕等の計画的な実施と今後

の施設の在り方についても検討されたい。また，関係条例が指定管理の業務内容と合致しているか，

今後，関係条例の見直しを含め検討されたい。 


